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J-REIT市場は週間で下落
東証REIT指数の週間騰落率（4⽉17⽇〜24⽇）は▲1.6％と下落しました。⽤途別では住宅、商業施設、

オフィス、総合型など幅広い⽤途で時価総額の⼤きい銘柄の下落が⽬⽴ちました。

4⽉に2020年2⽉期の決算が発表されましたが、業績予想を未定とし発表を先送りする銘柄や発表が
あっても予想の前提が各社ごとにまちまちだったこともあり、市場ではあまり材料視されませんでした。

先週のREIT・不動産市場に関連するニュースは以下の通りです。

• ⽇本政府は4⽉16⽇、緊急事態宣⾔の対象を全国に広げることを決定、先週様々な⾃治体から⼀部施設
への休業要請がなされ、商業施設を中⼼に休業・営業時間の短縮が実施されました。⾃治体からは要請
に応じた事業者への⽀援策が発表されているものの、商業施設を中⼼に業績への影響が懸念されます。

• 4⽉22⽇、与野党は休業などの影響で売上が落ちた事業者に対する家賃⽀援を検討することで⼀致しま
した。与党案と野党案で⽀援の⽅法は異なるものの、追加⽀援策が実現すれば、商業施設を中⼼に業績
の下⽀えとなることが期待されます。

• ⽇本銀⾏は先週4⽉21⽇、22⽇、24⽇に各20億円のJ-REITの買い⼊れを実施しました。

今週の注⽬点は新型コロナウイルスの感染状況と政府・⾃治体の⽀援策です。緊急事態宣⾔、外出⾃粛
要請などの効果で新規感染者数が減少するかに引き続き注⽬しています。また上記の家賃⽀援の具体的な
内容や各⾃治体からの⽀援策はJ-REIT市場の業績を下⽀える材料として注⽬しています。

（出所）ブルームバーグ

（ 2020年3⽉2⽇〜 2020年4⽉24⽇）

東証REIT指数の推移（2020年3⽉初来）東証REIT指数の推移（2019年初来）

（出所）ブルームバーグ

（ 2019年1⽉4⽇〜 2020年4⽉24⽇）
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